


設計図書の閲覧

公告等に対する質問

上記３の質問に対する回答（質問書の提出を受けた場合は、下記のとおり回答するとともに、電子入札システムにより閲覧に供する。）

技術資料及び競争参加資格証明資料（以下「技術資料等」という。）の提出

入札に参加する者は、下記のとおり技術資料等を提出すること。なお、作成方法は第6による。

入札書の提出

入札金額内訳書の提出(入札書に添付すること)

開札

第５　最低制限価格又は低入札調査基準価格

5
建設工事共同企業体の登録（共同企業体として参加する場合は協定書の写しを提出し、電子入札システムの登録を受けること。※単体による参加の場合は
不要。）

第３　入札手続等

1

2

4

(1)

担当部局

(1)

提出先

(3) 方法等

3

(1) 受付期間

大分県東部振興局　総務部　総務第二班

公告等に質問がある場合は、(1)の期間内に(2)の部署へ書面を持参又は郵送（書留郵便に限る。）のいずれかの方法で提出する
こと。（任意様式）ただし、電送による提出は受け付けない。

質問書の提出を受けた日の翌日から起算して４日以内(土曜日、日曜日及び祝日等の休日を除く)

(2) 閲覧場所

自 平成28年8月22日

国東市国東町安国寺786-1（総合庁舎２Ｆ）

０９７８－７２－１２１１

提出先 国東市国東町安国寺786-1（総合庁舎２Ｆ）

至 平成28年9月9日

大分県共同利用型電子入札システム（https://www.t-elbs.pref.oita.lg.jp/CALS/Accepter/index.jsp）による。

(2)

自 平成28年8月23日

至 平成28年9月5日

9時00分
※左のうち、開庁日の開庁時間内に限る。

17時00分

(1) 受付期間
自 平成28年8月22日 9時00分

※左のうち、開庁日の開庁時間内に限る。
至 平成28年9月5日

閲覧期間
9時00分

※左のうち、開庁日の開庁時間内に限る。
17時00分

（提出期間は、(1)に同じ。※開庁日の開庁時間内に限る。）

(1)の回答をした日

17時00分
※左のうち、開庁日の開庁時間内に限る。

　入札回数は、原則として１回とする。

(2) 提出方法等

(3) 方法等 書面は持参して提出すること。郵送又は伝送によるものは受け付けない。

　電子入札システムによる。

　なお、電子入札システム以外の方法(媒体提出届を提出したものに限る)による場合は封書にし、

大分県東部振興局　総務部　総務第二班へ厳封のうえ、提出すること。
(2) 提出方法等

6

(1) 提出期間
自 平成28年8月22日 9時00分

至 平成28年9月6日 17時00分

平成28年9月9日

大分県共同利用型電子入札システム（https://www.t-elbs.pref.oita.lg.jp/CALS/Accepter/index.jsp）による。

自

至

(3)

(2)

17時00分

(2)

　 本案件は、下記表のうち、○印を付した制度を適用する。

区　　　　　　　　分 適用 備　　　　　　　　　考

最低制限価格 ○1

低入札価格調査基準価格
(失格基準有り)

2

平成28年9月7日 9時00分

4 当該工事の請負者は、工事完成後、入札時に提出した入札金額内訳書と精算額が対照出来る工事費内訳書を、契約担当者に提出すること。

第４　入札金額内訳書の作成等

3 提出するファイルはＰＤＦ形式で保存されたものに限る。

1

9

(1) 予定日時

(2) 提出方法等

　電子入札システムによる。

　なお、紙入札(承認を受けたものに限る)による場合は封書にし、 平成28年9月9日 17時00分 までに、

大分県東部振興局　総務部　総務第二班へ厳封のうえ、提出すること。

平成28年9月28日 13時30分

入札書の提出時に併せて、入札金額内訳書を提出すること。（提出方法は、第3の8による。）

2
作成方法、審査基準等は、入札金額内訳書取扱要領によること。
なお、「入札金額内訳書の作成上の留意事項」を参考とすること。

至 平成28年9月9日 17時00分
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　電子入札システムによる。

大分県東部振興局　総務部　総務第二班へ厳封のうえ、提出すること。

　なお、紙入札(承認を受けたものに限る)による場合は封書にし、

(2) 場所 大分県東部振興局

(3) 立会 開札の立会は、大分県電子入札立会要領による。

質問者への回答

閲覧期間

閲覧場所

平成28年9月9日 17時00分 までに、

大分県東部振興局　総務部　総務第二班

住所：

電話：

(1) 提出期間
自 平成28年9月7日 9時00分

至 平成28年9月9日 17時00分
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(1) 提出期間
自























技術資料様式２

提
案
項
目
（3）

(2)提案項目それぞれに簡易なタイトルを記載のうえ、具体的な内容・説明等を簡潔に記載すること。

(3)本様式に加え、補足説明資料をA4用紙にて5枚まで添付することができる。なお、6枚以上添付されていた場合、6枚目以降は補足説明資料として取り扱わ
ない。

提
案
項
目

（４）

（ タ イ ト ル ）

工事名：

提
案
項
目

（１）

課題番号

提
案
項
目

（５）

（ タ イ ト ル ）

※施工上の課題に対応した具体的な施工計画（対策）について、別表1の2に留意のうえ、記載（提案）すること。評価については、本様式（技術資料様式2）に記
載された内容によるものとする。

なお、工事名・会社名・課題番号・課題名を記入の上、提案の記載については次の取扱いに注意すること。

(1)施工上の課題1つに対して、本様式（Ａ４用紙）1枚の範囲内（5項目まで）で提案すること。

（ タ イ ト ル ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

施工計画に関する技術的所見

1

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

課題名 「遮水シート及び堤体盛土の施工上の工夫」

会社名：

（ タ イ ト ル ）

(4)1つの提案項目欄にまとめて複数の提案を記載しないこと。（記載していた場合は、最初に記載した提案のみを評価対象とする。)

提
案
項
目
（2）

28債危ため鷲野尾池堤体工事

（用紙Ａ４）

（ タ イ ト ル ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

(5)「具体的な内容・説明等」欄に記入する文字サイズは、10ポイント程度とする。(400字以内）



技術資料様式２

提
案
項
目
（3）

(2)提案項目それぞれに簡易なタイトルを記載のうえ、具体的な内容・説明等を簡潔に記載すること。

(3)本様式に加え、補足説明資料をA4用紙にて5枚まで添付することができる。なお、6枚以上添付されていた場合、6枚目以降は補足説明資料として取り扱わ
ない。

提
案
項
目

（４）

（ タ イ ト ル ）

工事名：

提
案
項
目

（１）

課題番号

提
案
項
目

（５）

（ タ イ ト ル ）

※施工上の課題に対応した具体的な施工計画（対策）について、別表1の2に留意のうえ、記載（提案）すること。評価については、本様式（技術資料様式2）に記
載された内容によるものとする。

なお、工事名・会社名・課題番号・課題名を記入の上、提案の記載については次の取扱いに注意すること。

(1)施工上の課題1つに対して、本様式（Ａ４用紙）1枚の範囲内（5項目まで）で提案すること。

（ タ イ ト ル ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

施工計画に関する技術的所見

2

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

課題名 「コンクリ－ト構造物の品質確保対策」

会社名：

（ タ イ ト ル ）

(4)1つの提案項目欄にまとめて複数の提案を記載しないこと。（記載していた場合は、最初に記載した提案のみを評価対象とする。)

提
案
項
目
（2）

28債危ため鷲野尾池堤体工事

（用紙Ａ４）

（ タ イ ト ル ）

（ 具 体 的 な 内 容 ・ 説 明 等 ）

(5)「具体的な内容・説明等」欄に記入する文字サイズは、10ポイント程度とする。(400字以内）

























別記様式４（単体の場合）

　（１）入札書の提出時に併せて、入札書に記載されている入札金額に合致した入札金額内訳書を提出すること。

  　②親会社を同じくする子会社同士の関係
         親会社が子会社に対し、株(出資金)の過半数を所有(出資)している場合に限る。

　　※上記に該当する関連会社同士が入札に参加した場合は、参加したすべての関連会社に対して、指名停止要領に
　　基づく指名停止をすることがある。
　　　 また、参加したすべての関連会社の行った入札は無効とし、いずれかが落札候補者となった場合は、次順位者を
　　落札候補者とする。

  　③協同組合等とその構成員（組合員）等の関係
         協同組合等及び構成員（組合員）等のいずれもが、県の入札参加資格を有している場合に限る。

　（９）関連会社が参加している者のした入札

　　①親会社と子会社の関係
         親会社が子会社に対し、株(出資金)の過半数を所有(出資)している場合に限る。

　（３）代理人が入札する場合は、入札書に代理人の氏名を記入し、代理人の印鑑を押すこと。

２　次の各号の一に該当する入札は無効とする。

　（８）郵送による入札

　　　 なお、関連会社とは、次のいずれかに該当する場合とする。

　（２）競争入札に際し、不当に価格をせり上げ、又は引き下げる目的で他人と連合したと認められる者のした入札

　（６）入札金額、くじ番号、住所、氏名、押印その他の入札要件を認定し難い入札
　（７）入札金額内訳書取扱要領第７に掲げる審査基準に該当する場合

　（３）同一の入札について、二以上の入札をした者の入札
　（４）同一の入札について、二以上の入札者の代理人となった者のした入札

入札に当たっての注意事項

１　紙入札で参加する場合は、次の各号に注意すること。
　（１）事前に発注者の承認を得ること。※詳細は、大分県電子入札運用基準による。
　（２）代表者以外の者が入札に参加する場合は、委任状（別紙様式）を提出すること。

６　入札金額内訳書の提出

３　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する額を加算した金額（当該金
   額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は消費税
   及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１０８分の
    １００に相当する金額を入札書に記載すること。

　（５）入札金額の訂正に訂正印のない入札

４　入札者は入札書の提出に至るまでは、いつでも入札を辞退することができる。なお、辞退を理由として、以降の入札
　について不利益な取扱いを受けるものではない。

５　入札後、配置予定技術者の配置が困難になった場合等で入札参加者としての資格を満たさなくなった場合は、
  開札予定日時までに書面を持参のうえ、申し出ること（※入札は無効として取り扱う。）。
　　なお、書面以外の方法及び開札予定日時後の申し出は受け付けない。

　（２）提出する入札金額内訳書は、入札公告で指定されたファイル形式（ＰＤＦ形式）で保存されたものに限る。

　（３）入札金額内訳書の作成に当たっては、「公告第４　入札金額内訳書の作成等」、「入札金額内訳書の作成上の
　　　留意事項」及び「建設工事に関する入札金額内訳書取扱要領」に留意すること。

　（１）公告に示した競争参加資格要件を満たしていない者又は虚偽の申請を行った者のした入札
















